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「会派代表による一般質問」実施要領（案） 

平成19年12月20日議会運営委員会決定    平成 20 年 9 月 19 日議会運営委員会改正 

平成 21 年 12 月 16 日議会運営委員会改正 平成 24 年 1 月 23 日議会運営委員会改正 

平成 25 年 2 月 6 日議会運営委員会改正 平成25年12月18日議会運営委員会改正 

平成27年12月14日議会運営委員会改正    平成29年2月16日議会運営委員会改正 

平成30年2月14日議会運営委員会改正    平成31年1月29日議会運営委員会改正 

令和2年1月22日議会運営委員会改正 

１． 導入目的 

会派制を導入している浜田市議会が、本市における行政全般の政策上の問題について、会派の独自
の調査・研究をもとに代表者が市長その他の行政委員会に基本的方針を大局的見地から質問すること
により、当市の政策課題を明らかにするとともに、個人一般質問の論点の精査及び議論の活性化を図
り、もって議会運営の円滑化と市民の市政運営に対する関心と理解を深めることを目的とする。名称
は「会派代表質問」とする 

２． 名称及び導入時期 

名称は「会派代表質問」とし、実施時期は、市長が施政方針表明を行う定例会のみにおいて実施す

ることとし、平成２０年３月定例会から導入する。 

３． 実施の方法 

項 目 内  容 

①実施日程 
施政方針表明の後、個人一般質問を行う前に実施する。 
当面１日間で実施することとする。 

②質問の内容 
市長の施政方針及びその他の行政委員会に対する基本的な方針、方向性について会 
の意思統一を図ったものを原則として質問することとする。 

③対象会派 議長に届け出た会派のうち、２人以上の会派を対象とする。 

④質問の通告 
質問項目の重複を調整するため、個人一般質問の通告期限の２日前の11時までに仮

通告（本通告に準ずる）をすることとする。会派代表者会議で調整し本通告は、個人一
般質問の通告期限と同様とする。通告書は、所定の様式により質問の項目、要旨及び質
問者名を記入し、会派代表者が議長に提出することとする。施政方針表明の原稿は、議
会運営委員会の概ね１週間前に議員に配付とする。 
質問者は、一つの会派から複数選出を可能とし、人数制限は行わない。記入項目は、

大・中項目（題名）、小項目（要旨）とする。 

⑤質問時間・方法 
質問は、持ち時間制とし答弁を含まないこととする。 
持ち時間は、２人会派３０分、４人会派４０分、６人会派５０分、８人会派６０分と

する。質問順は、会派の人数の多い順とし、同一人数の場合は抽選とし、一会派で複数
質問者がいる場合は、当該会派が順番を定める。最初の質問は、演壇において一括質問

とし、再質問は、質問席において一括して行うこととする。 

⑥答弁の方法 
市長の最初の答弁は演壇において行うこととし、再質問に対する市長の答弁及びそ

の他の行政委員会代表者の答弁は自席とする。 

⑦個人一般質問 
会派代表質問を行う者は、個人一般質問の通告を行わないこととする。 
なお、個人一般質問の通告を行う者は、所属の会派代表質問と重複しない質問内容で

なければならない。ただし、基本的方針について会派代表質問を行い、具体的内容につ
いて個人一般質問を行う場合は可能とする。その場合、代表質問と違う意見を持って個
人一般質問を行うことがないよう留意すること。 
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